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戦略実行力

Ⅰ	 戦略コミュニケーションにおける問題点

日本企業は中長期的なビジョンを基にして
戦略を策定すると同時に、その戦略を社内外
のステークホルダーに正しく認識してもらう
ことが必要となる。なぜなら、戦略を理解し
てもらわないと投資家から評価されず、長期
的に見て投資を引き込むことはできないから
である。また、内部のステークホルダーが戦
略を理解しなければ、そもそも戦略の実行そ
のものが危ぶまれる。そのため、戦略を策定
すると同時にそれを内外のステークホルダー
にいかに分かりやすく伝えることができるか
が大事である。

たとえば、ビジョンを実現するために立て
た中期経営計画を、丁寧に投資家、顧客、社
員などのステークホルダーに説明していくの
である。

しかしながら、こういった対応が十分では
ない企業も多く見受けられる。どのようなメ
ガトレンドに着目し、それを自社のどの強み
を活用して事業機会につなげるかを説明し切
れていないため、社内外に戦略が浸透してい
ないのである。

投資家やマスコミなど社外に対して行う戦
略コミュニケーションは、中長期的にどのよ
うな方向への転換を図っているのか、自社の
変革の方向性を社内の人間に自覚させること
にもつながる。このようなインプットは非常
に重要である。

そのため、戦略実行力を高めていくために
は、ステークホルダーへの戦略に関するコミ
ュニケーション力を高めていく必要がある。
それを本稿では「戦略コミュニケーション」
という。また本稿では、特に従業員、投資

家・債権者、仕入先などパートナー企業、顧
客、地域社会・行政機関に対するコミュニケ
ーションについての課題を述べたい。日本企
業に見られる戦略コミュニケーションには次
のような問題がある。

1	 従業員とのコミュニケーション
従業員との戦略コミュニケーションで生じて

いる問題として、戦略に対する従業員の納得
感が十分に醸成されていないことが挙げられ
る。過去の延長線上にある戦略を推進してい
く分には、戦略を伝えていくことは難しくない。

しかしながら、メガトレンドを基に事業構
造を大きく変化させようとしている場合、戦
略を従業員に理解してもらい、納得感を持た
せた上で推進することは大変難しい。従業員
が将来の市場環境の変化を十分に理解できて
いないケースが時折見られる。このような状
態で戦略を推進しても、十分な実行力を伴わ
ないものとなるだろう。また、日本企業の活
動がグローバルになり、買収に伴うアライア
ンスを推進することも増えている。そこで見
られるのが、被買収企業との戦略コミュニケ
ーションの問題である。被買収企業の従業員
だけでなく幹部社員までもが戦略に対する理
解が乏しいことがある。これは策定した戦略
が将来なりたいビジョンに乏しく、魅力を感
じられないという戦略そのものの問題も多い
が、ビジョンとそれに基づく戦略を伝える活
動が十分に行われていないという、戦略コミ
ュニケーション上の問題も多いと思われる。

2	 投資家・債権者との
	 コミュニケーション

時代が変化していく中で、自社がどのよう
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なメガトレンドに着目しているのか、そして
そこにどのような事業機会を見いだし、どの
ような価値あるサービスを提供しようとして
いるのかについては、投資家や債権者にじっ
くりと腰を据えて説明をしていくことが必要
だ。

投資家はすぐに利益につながる話を好むた
め、四半期決算などで目まぐるしく変化する
市場環境に応じた業績報告など、短期的な視
点でのコミュニケーションに終始しがちであ
る。その結果、企業として腰を据えて取り組
みたい事業、実現したいビジョンが投資家に
伝わっていないことも多い。中長期的なビジ
ョンは相当腰を据えた説明をじっくりしてい
かないと理解してもらうことが難しい。

3	 仕入先などパートナー企業との
	 コミュニケーション

メガトレンドから打ち出したビジョンに基
づいて事業戦略を構築すると、必ずしも現在
の事業の延長線上にはないものになることも
ある。あるいは、業界構造が大きく変化する
場合、仕入先のサプライヤー構造そのものが
大きく変容してしまうこともある。

しかし、戦略を実現するためのパートナー
候補企業すら明確になっていない、もしくは
パートナー候補企業が明確になっていても、
その企業とともに何を実現していきたいのか
が伝わっていないことも多い。

4	 顧客とのコミュニケーション
顧客との戦略コミュニケーションをいかに

推進するかも重要である。顧客との接点は営
業部門であることが多いため、現状の製品販
売に関連するコミュニケーションは行われる

が、戦略として何を目指しているかというコ
ミュニケーションは弱くなりがちである。

5	 地域社会、行政機関との
	 コミュニケーション

社会への貢献を通じて事業価値を実現する
CSV的な視点が、事業戦略上、重要になって
きている。メガトレンドから社会的課題に着
目し、その解決を図ろうとしているのであれ
ば、地域社会や政府に自社について理解を深
めてもらうことが必要だろう。事業活動がグ
ローバルになっている昨今、国内の官公庁、
地方政府だけでなく、市場開拓を目指す新興
国の政府などに対して、どのようなメガトレ
ンドに着目し、どのような社会的課題を解決
しようとしているのかを明確に伝えていくこ
とが欠かせない。

しかしながら、現状は、自社がどのような
社会的課題を解決しようとしているかについ
て、地域社会や行政機関と十分なコミュニケ
ーションをできている場合は少ない。

Ⅱ	 先行事例

先行事例として、①大きく事業構造を変革
し従業員の納得感を醸成したデュポン、②横
断的施策としてのステークホルダーズミーテ
ィングを開催するトヨタ自動車、③地域社会
と一体で事業を行うリコー、について述べ
る。

1	 大きく事業構造を変革し従業員の
納得感を醸成したデュポン

（1） デュポンの事業構造変革

デュポンは1802年、火薬事業で創業した。
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分を原料として、バイオエタノールなどのエ
ネルギーを生産するなど、バイオ素材を提供
している。

同社の工業バイオテクノロジーは、家畜用
飼料向け栄養材料、食品、洗剤、繊維、カー
ペット、パーソナルケア、バイオ燃料などの
市場に対応した事業展開を実現している。

（2） 戦略に対する

 従業員への納得感の醸成

このようにデュポンでは、メガトレンドを
基に会社の進むべき方向性を明確にした。さ
らに、多くの従業員に目的意識を持たせ、企
業として戦略の実効性を高めることを重視し
ている。つまり同社は、このメガトレンドの
把握をマネジメント層だけにとどめることな
く、世界中の従業員に浸透させるという戦略
コミュニケーションを続けているのである。

経営者が、着目するメガトレンドとそれに
伴う同社の事業の方向性を語りかけ、時間と
コストをかけて世界各地で丁寧な説明を繰り
返し、全社の意識統一を図っている。同社の
将来を左右するメガトレンドは、研究所や外
部有識者を巻き込み、長い時間をかけて継続
的な検討をすると同時に、各地域でのトップ
マネジメント層がコミュニケーションを図
り、メガトレンドをマネジメント人材だけで
なく、世界中の従業員に浸透させている。

さらに、メガトレンドを把握して将来のビ
ジネスチャンスを見極め、積極的に投資すべ
き新事業領域を見いだし、買収で必要な技術
などの経営資源を獲得したり、研究開発費の
重点的傾斜配分を行ったりしている。将来考
えられる変化に対して、経営陣がアンテナを
高く張り、感度を高く保ちながら、変化を先

創業200年を超え、企業として三世紀目を迎
えている。同社は、自社の事業に直結する 4
つのメガトレンドとして、「食糧増産の需
要」「脱化石燃料」「安全な暮らし」「新興市
場の増大」を重視している。

事業領域の中では特に農業への関心が非常
に強く、経営陣は事業の将来あるべき姿とし
て、化学とバイオ技術を組み合わせた新しい
農業関連分野を描き出している。また同社
は、ダウケミカルとの統合による規模拡大と
寡占化で、さらなる事業強化を図っている。

こうした背景には、世界人口が増え続け、
2050年までに90億人に膨れ上がるとの予想が
ある。増え続ける人口にどう食糧を供給する
かを社会的課題として捉えているのである。
人口が増えれば輸送手段も必要となるが、そ
れにはより多くのエネルギーが消費され、環
境対応や安全への要求も高まるという事業環
境の変化を捉えていった。

また、産業化によってもたらされる気候変
動に伴い、世界的に資源不足となり、エネル
ギー消費を抑制するために素材の軽量化や先
端材料の分野で同社が重要な役割を果たすこ
とを戦略として描き出している。

そういった中で同社は、21世紀に拡大が見
込める新たな分野として、農業、エネルギ
ー、バイオ素材という産業分野に戦略的な成
長領域を求め、バイオサイエンスによる循環
化学産業の構築を目指している。こうした経
営陣の決断に基づき、石油会社のコノコを売
却して得た資金を、種子ビジネスやバイオ技
術に投資していった。

こうしたメガトレンドの把握から、同社は
世界中の農業の生産性を向上して食糧危機に
対処するとともに、茎や葉のような非食用部
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カー、個人投資家、地元の学生らであり、自
動車など移動手段の将来像などについて披露
している。これまで個人投資家向け、地元の
行政向けなど個別の交流会はあったが、幅広
い関係者が一堂に会する取り組みは初めてで
あった。

自動車産業というものがITとの融合によ
り社会システムと結びつきが強まってきてい
るため、同社は市場環境の変化や事業の方向
性などについて、関係者との対話を強化して
いる。16年のステークホルダーズミーティン
グには約2500人が参加し、豊田章男社長や、
AI（人工知能）の第一人者で米シリコンバ
レーの研究組織のトップを務めるギル・プラ
ット氏らが出席している。講演のほか、テス
トコースでのトヨタ車の試乗会を実施した。

このミーティングは豊田章男社長の強い思
いで実現している。激変する市場環境におい
て、同社が目指す事業の方向性を、社長自ら
ステージ上から、ステークホルダーに伝えよ
うという強い思いである。同時にこういった
活動を通じて、従業員に対しては「バッター
ボックスに立つ」こと、つまり難しい環境に
あっても挑戦していくという企業姿勢を明確
にしている。

自動車業界は、自動運転やAIなど技術の進
展により、大きな変化に直面している。そう
いった環境下でも地域社会の理解や社会シス
テムとの連携により重きを置いており、結果
として、地域社会や学生、協力会社が、同社
が目指している姿に対する理解を深めるとい
う効果を産んでいる。同社や同社製品のファ
ンが増えるなど、大きな成果を上げていると
いえよう。

取りする形で事業機会を見いだしているので
ある。また、現場と市場の現状を理解してい
る中間管理職から従業員にまで戦略を浸透さ
せることで、事業環境認識に対する理解の醸
成と戦略実効性を高めているといえる。

同社のトップマネジメントは、組織が下降
傾向のときにどのように再上昇を図るか、さ
らに中間管理職は、グローバル視点を持ち、
現場と市場を理解し、戦略を浸透させるため
のコミュニケーションを図るかに重きを置
き、人材を育成している。

結果として同社は、メガトレンドに対応し
た形で戦略を実行しており、農業、栄養、イ
ンダストリアルバイオサイエンス、最先端素
材などにおいて、着実な事業開発を実現して
いる。

（3） デュポンからの示唆

デュポンは、大きな事業構造の変革を推進
して、事業ポートフォリオを改革することに
伴い、世界各地の従業員に丁寧な説明を行っ
て、納得感の醸成と意識統一を図っている。
トップマネジメントが策定した戦略が全社に
浸透するように、高い戦略コミュニケーショ
ン力を持ち、市場と現場を理解できる中間管
理職を育成しているところに大きな示唆があ
る。

2	 ステークホルダーズミーティング
を開催するトヨタ自動車

（1） ステークホルダーズミーティングの開催

トヨタ自動車は2016年11月、愛知県豊田市
の本社で「トヨタステークホルダーズミーテ
ィング2016」を開いた。戦略コミュニケーシ
ョンの対象者・招待者は、販売店や部品メー
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「リコー環境事業開発センター」を開所し
た。国内の生産機能再編に伴い、13年に終了
した御殿場工場を、環境関連事業の創出拠点
として有効活用する狙いである。

同社の環境関連事業のビジョンでは、温暖
化や資源の分野で2020年、2050年の中長期環
境目標を設定し、商品開発、サービスの提供
などを進めている。環境事業開発センター
は、省エネコピー機や再利用部品を活用した
リユース製品にとどまらず、より広い分野で
環境事業を展開できないかを考えるトライア
ルの場としている。同社が目指すのは、グル
ープ全体の環境事業における、2020年度に
1000億円規模の売上である。

リコー環境事業開発センターは、「新規環
境事業」「リユース・リサイクルセンター」
および「環境コミュニケーション」の 3 つの
機能を併せ持っている。
「リユース・リサイクルセンター」は年間 2
万台の複合機を再生している。コピー機やプ
リンタを回収して再生するという内容だが、
製品および部品の再利用だけではなく、製品
の状態に応じて、廃プラスチックを製品の原
料として再利用するマテリアルリサイクル、
廃プラスチックを化学的に分解して再利用す
るケミカルリサイクル、焼却の際に発生する
熱エネルギーを回収するサーマルリサイクル
へと回していく。

（3） 国への環境経営についての

 戦略コミュニケーション

環境経営はリコーにとって戦略の中核にあ
るということを、ステークホルダーに理解し
てもらうことは重要だ。山下社長は「製品開
発の段階から、リサイクルを意識して進めて

（2） トヨタ自動車からの示唆

トヨタ自動車からの示唆は、社長自らが戦
略コミュニケーションを推進することによっ
て同社のファンが増えたということであろ
う。自動車業界は自動運転、シェアリングエ
コノミー、EV化といった大きな市場環境の
変化に直面している。それに対して、どのよ
うな事業を実現しようとしているかを、トッ
プ自らが各種ステークホルダーを集め、発信
し続けることは、同社のことを理解し、ファ
ンになってくれる人々の数を着実に増やすと
いう結果につながっているのだ。

3	 地域社会と一体で事業を行うリコー
（1） リコーの環境経営

リコーは、メガトレンドとして環境問題
を、自社が取り組まなければいけない社会的
課題として捉えている。同社の環境経営は歴
史が長く、桜井元社長（1996年〜2007年）時
代からの取り組みである。就任当時に導入し
たバランススコアカードにおいても、顧客、
財務、業務プロセス、学習と成長といった視
点に加えて、環境問題への取り組みに起点を
置いた経営を推進してきた。

1992年には環境綱領を制定し、基本方針と
して環境保全を経営活動と同軸であると捉
え、グループ全社を挙げて取り組むことを宣
言しており、環境保全と利益創出を同時に実
現する環境経営を推進している。これは同社
の戦略の中核を成しており、実現していくた
めには地域社会や行政機関との戦略コミュニ
ケーションが必須であると考えている。

（2） リコー環境事業開発センター

リコーは2015年 4 月、静岡県御殿場市に
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Ⅲ	 戦略コミュニケーション強化における方向性

戦略コミュニケーション強化における方向
性として、各種ステークホルダーとのコミュ
ニケーションの強化と、横断的施策としての
ステークホルダーズミーティングの開催につ
いて述べる。日本企業は、戦略コミュニケー
ションを強化し、戦略を社内外に浸透させて
いくことにより、顧客からの理解、パートナ
ー企業との協業の推進、従業員の理解の醸成
を図るとともに、戦略実行力を高めつつ、戦
略の実現を進めていかなければならない。

1	 各種ステークホルダーとの
	 コミュニケーションの強化
（1） 従業員への発信

ステークホルダーとのコミュニケーション
の中で最も重要なのは、従業員とのコミュニ
ケーションである。従業員とのコミュニケー
ションにおいては、目指すべきビジョンと戦
略策定の背景、戦略の内容について、タウン
ミーティングのような形でトップ自らが伝え
ていくことがポイントとなる。

日立製作所はトップ自らが事業所を回り、
戦略を伝えている。そしてその中で、戦略策
定の背景、目指すべきビジョン、事業の方向
性を示しているのである。特に非連続な市場
環境の中で事業の構造改革をしていくために
は、従業員と継続的な戦略のコミュニケーシ
ョンを取ることが必要だ。

先行事例でも述べたが、デュポンは、大き
な事業構造変革を推進するため、従業員に市
場環境認識と戦略について丁寧な説明を行っ
た。日本企業でも日立製作所やコマツは従業
員に対する戦略への納得感の醸成に力を入れ

いる」と、同社のリユース・リサイクル方針
について説明している

この分野では、政府・官公庁との丹念なコ
ミュニケーションが求められる。同社は、環
境経営の実現に向けて、脱炭素社会・経済へ
の転換の方向性について、環境大臣など政府
高官とコミュニケーションを取っている。

2017年 4 月、山下社長は、同社が発表した
重要社会課題（マテリアリティ）と新たな環
境目標設定に関する説明を行っている。そし
て、再生可能エネルギー活用の国際的イニシ
アチブであるRE100にも、日本企業として初
めて参画することを山本環境大臣に表明し
た。RE100とは、事業に必要な電力を100％
再生可能エネルギーで調達することを目標に
掲げる企業が加盟する国際イニシアチブであ
り、同社は30年までに、少なくとも電力の30
％、50年までに100％を再生可能エネルギー
に切り替えることを目指すと宣言している。

こういった活動を通して、地方自治体やリ
コー環境事業開発センターを訪問する顧客、
投資家などのステークホルダーに対して、環
境経営への理解を得られるよう努めている。

（4） リコーからの示唆

リコーは、自らの戦略を環境経営であると
して外部に発信、さらには、御殿場にリコー
環境事業開発センターを立ち上げ、地方自治
体との関係構築、理解の醸成にも努めてい
る。こうした一貫した姿勢により、地方自治
体や同センターを訪問する顧客、投資家など
のステークホルダーの理解を高めることに努
め、その結果として従業員への環境経営の浸
透を徹底している。
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るのか、長期的ビジョンを示す。ビジョンを
実現するためには、現状とは異なるパートナ
ーとの協業が必要になることも多い。その場
合、将来実現したい姿を実現するには、どの
ようなパートナー企業と協業を進めるべきか
を明確にしなければならない。先行事例で述
べたトヨタ自動車は、自動車業界の構造が変
わり、AI、シェアリングエコノミーなど、
大きな事業環境の変化に直面している。こう
した事業環境変化をパートナー企業と共有
し、その変化に対して、目指すべき方向を合
わせていくことが求められている。

非連続な事業環境において、成長戦略を実
行していくためには、将来の事業構造転換を
見据えたパートナー企業を見いだすととも
に、実現したい事業の姿をパートナー企業と
共有できるよう、コミュニケーションを取る
ことが必要だ。

（4） 顧客への発信

顧客に対しては、重点顧客向けの集いを開
催し、自社が考えている事業環境の変化、そ
して戦略について伝える。その際、顧客起点
で伝えることが必要となる。

たとえば、シーメンスは、顧客の業界にお
ける将来的な変化のシナリオを作成し「ピク
チャー・オブ・ザ・フューチャー」として発
表している。このシナリオを顧客と共有し、
顧客が抱えている課題に対して自社がどのよ
うな戦略を持っているか、何を実現しようと
しているかを伝えるのである。特に重点顧客
に対してはこのように、戦略を伝え、共有
し、ともにイノベーションを創造するという
関係性にまで昇華させることが望ましい。

ている。

（2） 投資家・債権者への発信

長期的な視点で事業の構造改革を進める場
合、戦略を推進していくために、株主・投資
家からの評価が特に重要となる。事業そのも
のの構造を変えていくことに直面している企
業では、戦略の一貫性を担保していくため
に、投資家からの理解が必須だからだ。中長
期的なスパンで取り組む戦略的課題について
は、一貫性のある投資家への発信を重点的に
行うべきである。その際は数字ではなく、何
を目指しているのかを中心に発信し、自社の
どのような強みからシナリオを考えているの
かをしっかり説明する。

そのためには、四半期決算など短期の業績
や市場環境の変化に左右されない一貫したビ
ジョンを示すと同時に、特に重要なテーマに
ついては、そのテーマに絞ったIRやコミュ
ニケーションを推進する。たとえば富士フイ
ルムでは、戦略的に資源投資しているヘルス
ケア事業において、再生医療、医薬などの重
点的成長領域について、継続的なIRを行っ
ている。

投資家・債権者に対しては、時代が変化し
ていく中で自社がどのようなメガトレンドに
着目しているのか、そしてそこにどのような
事業機会を見いだし、どのような価値あるサ
ービスを提供しようとしているのかを、じっ
くりと腰を据えて説明をしていく必要があ
る。

（3） 仕入先などのパートナー企業への発信

仕入先などのパートナー企業に対しては、
自社がどのような事業を推進しようとしてい
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ュニケーションは、過去のIRのように投資
家やアナリストだけを対象とするものではな
く、地域社会、従業員なども含めたコミュニ
ケーションをしつつ推進していくことが必要
となる。財務情報だけでなく、自社が置かれ
ている市場環境、実現したいビジョンを投資
家・債権者、仕入先などのパートナー企業、
顧客、地域社会などを一堂に集め、伝えてい
く。それにより、自社の戦略への理解を得ら
れるとともに、自社や事業のファンを増やす
ことにもつながる。

立場が異なるステークホルダーが一堂に集
まり、テーマに沿ってディスカッションを行
うことにより、自社の取り組みに対して、さ
まざまな立場からの意見を聞くことができ
る。

ステークホルダーズミーティングには、経
営層はもちろんのこと、部門長や担当者も参
加し、ステークホルダーと議論することで、
自社が投資家や地域社会の目にどのように映
っているかを知ることができるなど、自社に
関する理解を深めることにもつながる。その
上で、どのように各ステークホルダーへの説
明をすれば受け入れられやすいのかを理解す
ることができる。

ステークホルダーズミーティングは、各回
テーマを変えて開催することで、さまざまな
角度から自社の事業に対する理解を得られ
る。たとえば、グループ総合力を高めるため
の取り組み、ダイバーシティへの取り組み、
自社が取り組む社会的課題とその解決に向け
た動きなど、さまざまなテーマで開催するこ
とで、さまざまなステークホルダーの関心に
応えられる。

また、それぞれのテーマに応じた有識者を

（5） 地域社会・行政機関への発信

地域社会・行政機関に対しては、自社がど
のような社会的課題を解決しようとしている
のかについてコミュニケーションしていくこと
である。先行事例でも触れたリコーは自社の
工場を再生エネルギーのみで運用することを
目指し、さらに御殿場の工場跡地において、
リサイクル事業など環境事業を推進している。
こうした活動を通じて、同社は世界の環境問
題解決に取り組んでいることを伝えている。

このように、自社が実現したいことを地域
社会・行政機関へ発信し、理解を醸成するこ
とが大事だ。なぜならば、そうすることで、
国や地方政府からの支援スキーム、補助金ス
キームなどを活用しやすくなるからである。
ヘルスケア業界であれば、厚生労働省、経済
産業省といった省庁に対して、自社の戦略を
理解してもらうことが欠かせない。ヘルスケ
ア産業の輸出力強化は政策ビジョンとして明
示されており、国からの戦略に関する理解と
賛同を得ることは補助金スキームを活用する
上でも不可欠だからだ。

インフラ産業も同様である。事業活動がグ
ローバルに展開される現在にあっては、戦略
コミュニケーションは国内だけでなく諸外国
地域の政府、行政機関に対しても綿密に行わ
れる必要がある。新興国政府がどのような国
家マスタープランを持っており、どのような
インフラ需要および計画を持っているのかを
把握し、実現に向けて自社がどのように貢献
できるのかを伝えるのである。

2	 横断的施策としてのステークホル
ダーズミーティングの開催

トヨタ自動車が実施したように、戦略コミ
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招き、議論に加わってもらうことも有効な手
段だ。さまざまな分野の専門家の視点を通し
て、自社の戦略に対する評価や要望を把握す
ることもできる。日本企業がステークホルダ
ーに対する戦略コミュニケーションを着実に
行い、理解を醸成していくことで、ビジョン
に基づいた長期戦略を推進されることを切に

願う。
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